
令和７年 5 月 7 日・8 日 

 

議会カフェ レジュメ 

 

１ 議長あいさつ 

 

２ 議員紹介（テーブル付議員以外の議員） 

 

３ 議会報告（視聴 20 分 ＋ 意見・質問 20 分程度） 

【議会報告会用動画の視聴】 

総務文教常任委員会 

・中学生の部活動の地域移行 

 

・「きらら交流館」から「海辺の駅そらうみ」へ再整備 

 

民生福祉常任委員会 

・妊婦のための支援給付金が創設 

 

・子ども家庭センターを設置 

 

・帯状疱疹ワクチンを定期予防接種として実施 

 

産業建設常任委員会 

・市場施設の減額貸付を否決 

 

・住宅リフォーム資金助成金を増額 

 

４ 意見交換会（45 分程度・アンケート記載時間含） 

 

 

※ アンケートの記載にご協力をお願いいたします。 

 

 

 

 

市議会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 市議会ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ     市議会ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑ  市議会ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ 



【令和６年度関係】

民生福祉常任委員会
議案

番号
議案名 概　　　　要 予算等 結果

2
市国民健康保険特別会計補

正予算（第4回）
今回の補正は、決算を見込んで調整したことに伴う増額

歳入歳出ともに510万2,000円

を増額
全員賛成

3
市介護保険特別会計補正予

算（第4回）
今回の補正は、決算を見込んで調整したことに伴う増額

歳入歳出ともに58万2,000円を

増額
全員賛成

5
市病院事業会計補正予算

（第1回）

今回の補正は、入院患者数、外来患者数の予定量を改めるととも

に、決算を見込んで調整したことに伴うもの。

この結果、税処理後の損益計算は4億2,922 万6,000円の単年度純損

失となる。

病院事業収益を3,458万9,000

円減額、病院事業費用を3億

529万円増額

全員賛成

9

小野田地区保育所整備事業

（建築・機械設備工事）請

負契約の締結について

日の出保育園は既存園舎北側土地に現在と同規模の定員120名の保

育所として建て替え、整備するもの。

1月14日に指名競争入札を行い、13億867万円をもって小野田地区保

育所整備事業（建築・機械設備工事）アーステクノ・嶋田工業特定

建設工事共同企業体が落札したので、落札業者と工事請負契約を締

結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例第 2 条の規定に基づき、議会の議決を求めるもの

小野田地区保育所整備事業

（建築・機械設備工事）を13

億867万円とするもの

賛成多数

令和７年３月定例会で審議した内容と結果



産業建設常任委員会

議案 議案名 概　　　　要 予算等 結果

4
市小型自動車競走事業特別

会計補正予算（第4回）

今回の補正は、ミッドナイトレースの発売収入見込みの増加に伴う

増額

歳入歳出ともに10億9,000万円

を増額
全員賛成

6
市水道事業会計補正予算

（第1回）

今回の補正は、年間有収水量及び建設改良事業の予定量を改めると

ともに、収入及び諸経費について決算を見込み、調整を行うもの。

この結果、前年度繰越事業費を含めて8億806万円の差引不足額が見

込まれるが、損益勘定留保資金等に加え、積立金を一部取り崩して

補填する

収益的収支の収入を384万

3,000円減の16億3,469万7,000

円、支出を4,013万4,000円増

の14億8,714万8,000円とする

もの。

資本的収支の収入は994万

6,000円増の4億6,904万7,000

円、支出を8,609万3,000円減

の11億5,996万2,000円とする

もの

全員賛成

7
市工業用水道事業会計補正

予算（第1回）

今回の補正は、収入及び諸経費について決算を見込み、調整を行う

もの。

この結果、税処理後の単年度純益は3,399万4,000となる。

収益的収支の収入を163万

2,000円増の2億8,619万1,000

円、支出は810万8,000円減の2

億5,339万7,000円とするもの

全員賛成

8
市下水道事業会計補正予算

（第3回）

今回の補正は、決算を見込んだ委託料、動力費及び企業債利息の減

額並びに社会資本整備総合交付金の内示額の減額及び国の1号補正予

算における国庫補助金の配分に伴う事業の実施によるに事業費の調

整を行うもの

収益的収支の収入及び支出を

1,669万円減額し、収入総額を

19億8,494万9,000円、支出総

額を19億3,285万7,000円、資

本的収支の収入及び支出を3億

5,012万円減の収入総額を12億

3,164万2,000円、支出総額を

20億5,019万7,000円とするも

の

全員賛成



　歳入（入るお金）

費　　目 増減 概　　　　要 予算等

　法人事業税 増
県に納付された当該事業税の7.7%が市町に配分されるが、県からの決算見込み

の数値を踏まえたもの
1,800万円の増額

地方消費税交付金 増 県が徴収した地方消費税の1/2が交付される 1億6,600万円の増額

地方交付税 増
令和5年度の国税決算等の確定により、国で令和6年度普通交付税の追加交付が決

定されたことによる
3億40万3,000円の増額

分担金及び負担金 減 特定の事業によって利益を受けるものに対し、その受益を限度として集めるお金 1,496万9,000円の減額

使用料及び負担金 増 国が地方に対して払うお金 200万円の増額

国庫支出金 増 国が地方に対して払うお金 485万7,000円の増額

県支出金 減 県から使い道を指定されて払われるお金 6,498万円の減額

財産収入 増 県から使い道を指定されて払われるお金 769万8,000円の増額

寄付金 増 市民などから受けるお金による寄付 501万円の増額

繰入金 減 基金から取り崩して一般会計に繰り入れること 7億5,085万5,000円の減額

諸収入 減 その他の歳入科目に含まれない収入 9,206万7,000円の減額

市債 減 借入金のこと 4億630万円の減額

令和７年３月定例会　一般会計予算決算委員会

令和６年度山陽小野田市一般会計補正予算（第8回）について



　歳出（出ていくお金）

費　　目 増減 概　　　　要 予算等

総務費 減
公立大学法人山口東京理科大学施設整備事業、スポーツ施設維持管理事業、戸籍

情報システム改修事業等の減額
2億4,146万1,000円の減額

　歳出（出ていくお金）

費　　目 増減 概　　　　要 予算等

民生費 減 生活保護費支給事業、児童手当支給事業等の減額 2億1,450万5,000円の減額

衛生費 減 焼却灰セメント原料化事業、定期予防接種事業等の減額 3,576万7,000円の減額

労働費 減 労働会館整備事業の減額 248万2,000円の減額

農林水産業費 減
防災重点ため池等廃止事業、多面的機能

推進事業等の減額
2,538万7,000円の減額

商工費 減 駅舎バリアフリー化整備事業、創業支援事業等で増額 820万6,000円の減額

土木費 減 海岸防災事業負担金、通学路安全対策事業等の減額 1億8,012万1,000円の減額

消防費 減 小野田消防署及び山陽消防署照明器具LED化改修事業等の減額 1,047万7,000円の減額

教育費 減 屋内運動場照明器具LED化改修事業、学校給食費管理事業等の減額 1億504万8,000円の減額

災害復旧費 減 児童福祉施設等災害復旧事業、公共土木施設災害復旧事業の減額 1,016万1,000円の減額

公債費 減 地方債利子 800万円の減額



　歳入（入るお金）

費　　目 増減 概　　　　要 予算等

国庫支出金 増 国が地方に対して払うお金 3億1,424万4,000円の増額

　歳出（出ていくお金）

費　　目 増減 概　　　　要 予算等

社会福祉費 増 住民税非課税世帯に対して、１世帯当たり３万円を支給する 3億1,424万4,000円の増額

　繰越明許費（翌年度に出ていくお金）

費　　目 概　　　　要 予算等

繰越明許費 繰越
総合経済対策住民税非課税世帯支援給付金給付事業ほか１事業を令和７年度に繰

り越し

3億1,424万4,000円を繰り

越し

令和７年３月定例会　一般会計予算決算委員会

令和６年度山陽小野田市一般会計補正予算（第７回）について



【令和７年度関係】

総務文教常任委員会
議案

番号
議案名 概　　　　要 討論等 結果

20

刑法等の一部を改正する法

律の施行に伴う関係条例

の整理に関する条例の制定

懲役刑及び禁錮刑に代えて拘禁刑が創設されることに伴い、本

市の条例における懲役刑及び禁錮刑に関する規定について所要の

改正を行うもの

－ 全員賛成

21 市職員給与条例等の改正
令和6年度の人事院勧告を受けて、本市についても国に準じた

職員給与の改定を実施するため、所要の改正を行うもの
－ 全員賛成

22
市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例の改正

育児・介護休業法等民間労働法制の改正に伴い、仕事と生活の両

立支援の強化を図るため、所要の改正を行うもの
－ 全員賛成

23
市職員の退職手当に関する

条例の改正

雇用保険法の改正に伴い、国家公務員退職手当法施行令の一部

が改正されたため、所要の改正を行うもの
－ 全員賛成

24

市会計年度任用職員の勤務

時間、休暇等に関する条例

の改正

国において、令和7年度から会計年度任用職員の病気休暇を、10

日を上限として有給休暇へ変更することに伴い、所要の改正を行う

もの

－ 全員賛成

25
市職員の育児休業等に関す

る条例の改正

育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労

働者の福祉に関する法律の一部改正に伴い、引用条文に条ずれが

生じるため、所要の改正を行うもの

－ 全員賛成

26 市税条例の改正
私立学校法の一部改正に伴い、引用条文に条ずれが生じるため、

所要の改正を行うもの
－ 全員賛成

令和７年３月定例会で審議した内容と結果



27

市消防団員等公務災害補償

条例の一部を改正する条例

の制定市公立大学法人評価

委員会条例の改正

一般職の職員の給与に関する法律の改正に伴い、非常勤消防団

員等に係る損害補償の基準を定める政令が定める非常勤消防団員

等及び消防作業従事者等の損害補償に係る補償基礎額が改定され

るため、所要の改正を行うもの

－ 全員賛成

28

市非常勤消防団員に係る退

職報償金の支給に関する条

例の改正

消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の改

正により消防団員退職報償金に新たな区分が追加されることに伴

い、所要の改正を行うもの

－ 全員賛成

39

山口県市町総合事務組合を

組織する地方公共団体の

数の減少及び共同処理する

事務の構成団体の変更並び

にこれに伴う規約の変更

令和7年3月31日限りで田布施・平生水道企業団を脱退させ、及び令

和7年4月1日から各種事務を共同処理する団体にそれぞれ下関市、

柳井地域広域水道企業団、山口市を加えること、並びにこれらに伴

う規約の変更について、関係地方公共団体と協議するため、地方自

治法第290条の規定により議会の議決を求めるもの

－ 全員賛成

40

公立大学法人山陽小野田市

立山口東京理科大学が徴収

する料金の上限の変更の認

可

令和7年1月8日付けで、公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科

大学から、同大学が徴収する料金の上限について、施設利用料の区

分中の文言を「機器センター装置」から「機器利用料」に変更する

認可申請があり、市は当該認可を適当と判断したため、地方独立行

政法人法第23条第2項の規定により議会の議決を求めるもの

－ 全員賛成



民生福祉常任委員会
議案

番号
議案名 概　　　　要 討論等 結果

29

市指定地域密着型サービス

の事業の人員、設備及び運

営に関する基準を定める条

例の改正

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準の一部改正に伴い、所要の改正を行うもの
－ 全員賛成

30

市特定教育・保育施設及び

特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例

の改正

内閣府令の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定

子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準の一部改正に伴い、

所要の改正を行うもの

－ 全員賛成

31

市家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準を定

める条例の改正

国の児童福祉施設等の設備及び運営に関する基準及び家庭的保育事

業等の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を

行うもの

－ 全員賛成

32

市乳児等通園支援事業の設

備及び運営に関する基準を

定める条例の制定

児童福祉法の改正により、乳児等通園支援事業に関して、市町村

による認可事業として位置付けられ、その設備及び運営に関する

基準について、内閣府令で定める基準に従い、又は参酌して条例を

定めることとされたため、内閣府令で定める基準を勘案し、本市の

実情に内閣府令と異なる内容を定める特別な事情や特性はないこと

から、内閣府令で定める基準と同様の基準を定めるもの

－ 全員賛成

33 市国民健康保険条例の改正

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、令和 7 年度以後の保険料

について、賦課限度額並びに低所得者に係る被保険者均等割額及び

世帯別平等割額の減額に関する判定所得基準を引き上げるもの

－ 全員賛成



36

市病院局企業職員の給与の

種類及び基準に関する条例

の改正

令和 6 年度の人事院勧告に基づき、病院局企業職員において国に準

じた管理職員特別勤務手当の支給要件の改正を行うもの
－ 全員賛成

41
市の特定の事務を取り扱う

郵便局の指定

地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律第

3 条第 1 項の規定により指定した郵便局において、住民票の写し等

証明書の発行業務を取り扱っているが、その取扱期間が令和7年3月

31日で満了するため、小野田本山郵便局及び小野田有帆郵便局の取

扱期間を延長し、特定の事務を取り扱う郵便局に指定することにつ

いて、同条第3項の規定により議会の議決を求めるもの

－ 全員賛成



産業建設常任委員会

議案 議案名 概　　　　要 討論等 結果

34 市手数料徴収条例の改正

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴う、審査特例制

度の見直し及び省エネルギー基準適合義務制度の対象拡大により、

建築確認等の手数料について新設又は改定を行うこと、宅地造成及

び特定盛土等規制法の施行により、山口県において規制区域が指定

されるようになり、その中間検査の事務について、県から権限移譲

されること等に伴い、所要の改正を行うもの

－ 全員賛成

35 市下水道条例の改正
公共下水道等の放流水に含まれる大腸菌群数に係る基準について、

下水道法施行令が改正されることに伴い、所要の改正を行うもの
－ 全員賛成

37

市水道局企業職員の給与の

種類及び基準に関する条例

の改正

令和6年度の人事院勧告に基づき、水道局企業職員において国に準じ

た管理職員特別勤務手当の支給要件の改正を行うもの
－ 全員賛成

38

市水道局布設工事監督者及

び水道技術管理者に関する

条例の改正

水道法施行令の一部改正や生活衛生等関係行政の機能強化のた

めの関係法律の整備に関する法律の施行等に伴い、布設工事監督

者及び水道技術管理者の資格要件の見直し、所管省庁の変更等所

要の改正を行うもの

－ 全員賛成



42 財産の減額貸付け

令和4年7月1日から民営卸売市場が開設され、市場施設を民間事業

者に貸し付けており、その契約が令和7年3月31日で満了となること

に伴い、その契約の更新において、卸売市場が需要と供給に応じた

適正な価格形成、地域農業振興、地産地消等の公共性及び公益性を

有する重要な役割を担っていることを考慮し、経営が安定するまで

の間、その貸付料について減額するもの

反対：減額貸付け要件の4項目につい

ての成果や取組を確認することができ

ないため、市の財産である施設の貸付

けにおいて、減額貸付けを認めるわけ

にはいかない。

反対：本来の市場運営ではなく、市の

施設を附属店舗へ転貸して、収入を得

ることによって成立する経営はいかが

なものかということで、減額貸付けに

ついては反対である。

賛成：市場の果たす役割は非常に大き

いが、今の社会情勢の中では非常に厳

しい状況があるので、経営安定のため

の減額貸付けには賛成である。

賛成：議案の減額貸付けの理由は妥当

性があり、市場は、公益性が高いの

で、経営安定の見通しがつくまでの減

額貸付けについては、賛成である

賛成少数

で

否決



【令和７年度関係】

予算関係 （単位：千円）

議案番

号
議　　　案　　　名 予　算　額 結果

10 一 般 会 計 予 算 34,530,000 賛成多数

11 駐 車 場 事 業 特 別 会 計 予 算 79,749 全員賛成

12 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 6,895,111 賛成多数

13 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 6,873,075 賛成多数

14 後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算 1,385,362 賛成多数

15 小 型 自 動 車 競 走 事 業 特 別 会 計 予 算 26,107,458 全員賛成

16 病 院 事 業 会 計 予 算 5,996,894 全員賛成

17 水 道 事 業 会 計 予 算 2,904,245 全員賛成

18 工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算 279,401 全員賛成

19 下 水 道 事 業 会 計 予 算 4,239,155 全員賛成


